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1.本稿の目的
不登校､いじめ､非行､児童虐待等､子どもをめぐる
様々な問題は､年々､複雑多様化 してきており問題発生
は後をたたない｡家庭児童相談室の現場でも様々な問題
に直面するが､従来のように単一機関による援助では､
有効な支援を講ずることができないようなケースが近年
増加 しつつある｡
家庭児童相談室は法律に基づく事業ではないため､従
来より機関あるいは家庭相談員による相談支援方法の差
が著しかった｡たとえば､心理治療志向型の機関､発達
相談 ･検査志向型の機関､ケースワーク志向型の機関な
どである｡一方で､家庭児童相談室は地域に密着 した機
関であり､エコロジカルな視点から問題をとらえ､｢環
境の力｣や ｢集団の問題解決能力｣を活用した援助を行
うことができる可能性のある機関の一つである｡近年関
心を集めているケアマネジメントを実践 しやすい機関で
あり､家庭相談員は､地域の中でケアマネジャーとして
機能 しやすい位置にある｡法律に基づかないがゆえに､
このような自由度が家庭児童相談室には存在する｡
一般に､ケアマネジメントの機能には､調整機能､対
人支援 ･サービス提供機能､開発機能などがあると言わ
れている｡本稿は､このうち資源の開発機能に着目し､
S市における福祉と教育とのシステム作りの取 り組み事
例を検討 したものである｡上野谷は､この開発機能の遂
行には､以下の5つの視点が必要であるとしている
①援助者本人の主体的な生き方と選択する力の形成
②家族やインフォーマルなサポー トの開発､人作り
③地域におけるサービスネットワーク作り
④社会資源の整備と開発､組織整備､制度変革
⑤環境改善などのまちづくりへの計画と開発
(1)
この中でも､とりわけ第3の視点である ｢地域におけ
るサービスネットワーク作り｣に着目し､援助の入り口
である相談場面において､これをプログラムレベルある
いは機関レベルで構築することを意図した実践に取り組
んだ｡相談場面でのシステム作りを核にした､発見から､
見守りまでの援助システムの構築である｡専門家による
ネットワークであり､ネットワーク介入のレベルをマク
ロに置いた取り組みである｡ネットワークのスタイルは
様々で､マグワァイアのネットワーク介入モデルの類型
を参考にすると(表 1)､本稿の実践例は､第7点目の専
表 1 ネットワークをペースにした援助介入の類型
ネットワーク介入 戊UJ&. 抜肋の堀 介入レベル 院ー係のタイプ 蛭肋形態
1.家族ネットワーク介入 家族,近臥友人､同JU) 特定されず ミクロ 鮎合 T .Jt
2.ケースマネジメント 挽開､trI門家､個人のネットワーク 近隣.特定されず ミクロ 新規.紙袋 T
3.近隣による抜UJ 自然発生授UJ者､役割悦迎接肋E. 近隣 ミクロマ 仙台 P .T氏
4.職心内サポー ト 配伽者.毅族同位,上司 職場 ミクロ 船台 ㍗ .TR
5.ボランティア組合 ボランティア 近隣.地域 ミクロマ 新規,､ P .T1t
6.相互抜肋/ 同じrEり姐を挿 近隣.地域 ミクロ 新税. P ､
セルフヘルプグループ つ人々 特定されず マクロ 川妓 T氏
抜肋形娘の略号 :p-予WJ'的戊UJT-泊地的扱肋 R-リハビリテーション
出火 :MiLb･uirc.L & Milh･uire.D2)
門家 (素人援助者を含む)によるネットワークと考えら
れ､介入 レベルはマクロで､地域エンパワメントの形成
の可能性がある｡このネットワーク介入実践を報告 しな
がら､システム構築の方法を探っていくこととする｡
本来､ソーシャルワーカーにはマクロとミクロの双方
の視点が必要で､ ミクロ次元での実践の成果をマクロ次
-164- 人 間 福 祉 学 科
元の政策や制度に反映させることが求められる｡ しか し
ながら､現実には､マクロ次元の実践どころか､ ミクロ
次元の実践にさえ窮しているものも多い｡｢個人の生活
の全体性を重視 し､必要なサービスを総合的に提供する｣
という基本理念は意識しつつも､結局のところ､縦割り
行政の中､個人を トー タルに把握 したサービス提供は必
ずしもできていない場合も多い｡
本実践は､このような現実を若干でも打破し､効果的
な援助システムを構築するため､方法として､フォーマ
ルなメンバーがインフォーマルに動くことで､有効な相
談システムの検討 ･構築の可能性が生 じるのではないか｡
あるいは当事者ではないが､個人の ｢環境｣の一部とし
てのメンバーが､検討していくことは､行政の トップダ
ウン方式ではなく､よりニードに近づいたシステムの構
築の可能性が生じるのではないかという前提で､取り組
んだものである｡
本稿は､このような意図をもって､1993年以降取り組
んだS市における子ども関連相談機関の5年にわたる相
談システム作りへの実践例を通 して､システム構築につ
いて､そして､ソーシャルワーカーの開発的機能につい
て検討 したものである｡
2.相談システム作りめ実践
1)S市における子ども関連機関の状況 :アセスメン
ト
子育てや子育ちをめぐる不安定な状況は､S市におい
ても例外ではない｡これに対して､様々な機関が､それ
ぞれに持ち込まれた問題に対して､個別の努力を日々重
ねていた｡このような状況に対 して､家庭児童相談室で
は､次のような問題を感じていた｡
第 1は､機関間の連携のなさである｡特に学校から相
談機関へのリファの少なさ､あるいはリファはされても
共に取り組む連携の少なさである｡S市には子どもに関
する公的な相談機関として､教育センター､ 6保健所
(市管)､子ども家庭センター (児童相談所､府管)およ
び6家庭児童相談室の4種類14機関があるが､それぞれ
が個別に対応 し､機関間のつながりが弱い｡複雑 ･多様
化 した問題に対して､一機関での対応では限界があり､
様々な機関が有効に機能し合う必要がある｡
第2は､各機関の特性がお互いに理解し合えていない
ということである｡連携は､お互いの弱い 点を補い合い､
全体としての強みを強化することで､結果として､個々
の機関が強化されるという特徴をもっ｡特性が相互に理
解されていなければ､利用者は､最初に訪れた機関での
サービスしか受けられない｡仮に他機関を紹介されたと
(2)
しても､そこに適切なサービスが存在するとは限らない
し､受け入れ側の機関は､当該機関で処理できなかった
ケースの押しつけと感じてしまうこともある.これに対
処するためには､他機関を含めたサービス情報の周知､
およびそれぞれの相談機関としての強みと弱みを共有す
る必要がある｡
第3は､問題の発見機能の弱さである｡子どもの虐待
ケースなどに代表的なように､当事者が問題に気が付い
ていないあるいは問題を解決したいという意欲 (ワーカ
ビリティ)が低ければ､援助は始まらない｡不登校やい
じめのケースのように､せっかく当事者が問題のメッセ
ージを出していても､周囲のものがそれに気が付かない
場合､すなわち専門家の側の問題発見能力が低い場合も
同様である｡子どもたちの生活により近い機関や専門家
の問題発見機能の強化､さらには当事者の問題解決への
意欲や動機付けを向上させる機能が必要である｡
このような問題状況と課題認識のもと､1992年､S市
における相談機関の状況の把握を行うこととした (1991
年度実績)｡調査した内容は､相談状況については､就
学前と就学後の公的相談機関での相談件数と相談率､就
学後の公的相談機関での相談件数と相談率､小学校 ･中
学校における不登校相談と出現率 ･対応率､高校の中退
者数と中退率等､機関間の連携に関しては､ネットワー
ク会議の有無､および家庭児童相談室での他機関との連
携状況である｡
調査結果から明らかになったことは､①就学後には､
発見機関を含めたネットワーク会議がほとんどなく､就
学前に比べて相談につながりにくいこと､②全児童数に
対 して相談につながっているのは1%程度で非常に限ら
れていること､③明らかに把握しやすい不登校問題でも､
公的相談機関に十分っながっているとは言い難いこと､
などである｡その背後には､学校が問題を抱え込みすぎ
ていること､学校関係者に相談機関が知られていないこ
と､外部の相談機関も有効に機能していないこと､など
が考えられた｡
2)｢相談システムを考える会｣の取 り組み :プラン
アンドドゥ
前記の調査結果は､子どもをめぐる相談システム構築
の必要性を感 じさせた｡そこで､1993年から準備を開始
し､翌年､小学校 ･中学校 ･高校の生活指導 ･教育相談 ･
保健室のそれぞれ担当教員､保健所の精神保健福祉相談
員､教育センターの相談員､福祉事務所のケースワーカ
ー､家庭児童相談室の家庭相談員および子ども家庭セン
ターの児童福祉司 ･心理判定員に呼びかけ､インフォー
山野･山麟 :子どもの相談援助システム構築の必要性と課題
マルな組織として ｢子どもの相談システムを考える会｣
(以下､｢考える会｣)を発足させた｡
｢考える会｣では､まず､分野､専門性､さらには所
属の異なる関係者の間で､目標の共有化を図る作業を行
った｡その前段として､全体が1つのシステムとして機
能するため､それぞれの機関がどのような役割を持って
いるのか､限界はどのあたりか､逆に強みはどのあたり
かを相互に確認し合った｡その上で､どのようなシステ
ムを目指すのか (図 1)､そのために何を寒行 していく
のかの検討を行った｡
数度にわたる協議を経て､新たに構築するサービス提
供システムの基本的目標として､次の3点を確認した｡
目標1:各機関の情報提供を行うことで各機関の認知
度を高める (発見機能の強化)
目標2:キーパーソンを形成する
目標3:各機関の特性と役割を認識することで真の連
携を形成し､他機関のサービスも視野に入れた援助の展
開が可能なシステム作り
このような目標を達成するため､｢考える会｣では次
のような取り組みを行った｡
①シンポジウムの開催による機関の情報提供､システ
ムの検討
関係機関や市民に呼びかけシンポジウムを開催し､メ
ンバーの所属している公的相談機関の情報提供を中心に､
スクールカウンセラー､適応指導教室3)､ふれあいフレ
ンド4)等､学生ボランティア､民間のフリースクール的
保健所
主任児童資長
民生児童垂鼻
??????地 竣 会 館子育てサー クル
子育て不安･ 待･不登校等
地牧子育て
支援センター
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な機関など､S満 に存在する社会資源の確認と情報提供
を行っている (資料 1)｡
このようなシンポジウムを開催する中で､学校現場に
おいて､発見機能､校内システム､校外機関とのつなぎ､
相談機関との連携という､4段階のシステムが緊急に必
要であることが明らかとなり､それぞれの段階を丁寧に
検討した｡たとえば､発見という発想は､福祉分野では
児童虐待の例のように極めて当然の概念であるが､教育
分野ではこのような概念の浸透度が低く､このこと一つ
を巡ってもかなりの検討時間が必要であった｡｢システ
ム｣という言葉にも抵抗が強く､議論を要した｡専門分
野によって､たとえ同じ言葉を使っていても､意味する
内容が異なっていたり､受け止め方が異なっている場合
がある｡初期は､このような使用する用語の調整にかな
りの時間を費やした｡
②事例検討やシュミレーションによる各機関の役割検
討
｢考える会｣では､メンバーを中心に､事例を通して
各機関の役割や限界を明らかにしていく作業を行った｡
さらに､その成果を生かし､相談過程におけるチームカ
ンファレンスの実際をシュミレーションし､演じること
で､実際のイメージを参加者に刻みつけるようなシンポ
ジウムも開催した｡これを通じて､各機関の役割､チー
ムで検討していくことによるメリットを明らかにした｡
このような取り組みを通 じて､とりわけ､学校現場を
中心に､福祉機関との相談システムを構築する上で､学
図 1 堺市の子ども相談システム (秦)
子 ど も に 関 す る 統 括 吉果 (L巳童 家 庭 霞果)
児童饗穫穣設
教育 セ ン タ ー
地域の拠点
家庭児童相鼓室
展性所
は或子育て支きセンタ
1ー
学 校
子ども家庭
センター
こども療 育
相政所
｣ 見 守 ｡
五着検村会
(就学前)
素点児童相鼓室
操練所
保育所
児童素点黒
子ども東庄センター
チビも連絡会
(就学前)
宋虎児JE相貌皇
子ども京鹿センター
子ども療育相談所
魚腹所
中学校 区検 討会
(仮称 ･就学後)
東鹿児童相鼓室
小学枚
中学校
教育センター
チビも東鹿センター
共 有
相互理解
協助且補導連絡会議
家彪児童相鉄室
(保健所)
(小学校)
中学校
子ども家庭センター
抽斗センター
警察
少年補導協肋鼻
フ ォ ロ ー ア ッ フ'
(3)
児免q:･tf支壊センター
子とも第度センター
繊gIセンター
微青センター
帝虎児i相抜垂
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資料 1 シンポジウムの開催経過
人 間 福 祉 学 科
日fLS テーマ 明椛化された点
･1回 1994.3.26 欄係披伽との迎排を煉る ①校内システムについて③棚蔽機柵につなぐ畔のfiSJ肌.iLtu放槻閑の脚 '^と放雌④学校を枚とする r地城の仙朕システム｣ 必野性
窮2Lg) 1994.6.25 中学校から高校へ ①小 .中学校から高校への迎机②高校での現状③相収披閑との迦桃
荊3回 1994.ll.26 小 一中 .高校の梨柵 ①問題の発見②納内 収り軌み③学校とのつなぎ④相鉄機関との連携
荊4回 1995.3.25 地峡のネットワークづく ①システムネットワークの別旨す
りに向けて 具体的日的②限界を知る必班他③火有していくP古のラポールの必野性④r将門寂J以外 グル プ 捗加
ミニ カン フ ァレンス 199ET).8.2G 不適応児への対応 (9自分にブレーキをかけることの大切さ②).Pt来任に犯し合うことの大切さ
訴5回 1995.ll.18 地峡からの実践報皆を受 (D中門的ネットワークの必野性
けて ②それぞれの織機を正確に把握する③プライバシーの仕抑 こよるレベル盈
ミニ 勺ン フ アレンス 1996.1.27 不整校への対応 ①家族の良いところを托す批点②自席を低くして対応
約6回 1996.2.24 子ども .学校 .地域の再 ①愁い先生になる必要性
発見 ②呼門性の限界を知る③境界がはっきりしなくなっている
前7回 l99rJ. 6.I.5 気になる子どもについて ①学校の現状とは雌(参担任を支える校内システム③各紙LKlの槻佃と限界
荊 HRiJ IっE)6.ll.9 学校の限外.ft順 とプラ ①由己冊軸コントロール柿とは
イバシーについて ②子どもの純利を呼るための川棚交換(卦班別に必-TPな脚軸を判断する④LIt.rbー性と限外のPP.僻と地肌
gm kil 1997.3.1 不丑校から教育を考える ①むの居場所作りと対人朋鉢作り
子ともたちの頓肋のあり ②社会資線を仰兄する
ガを探る ③各支攻城鵬の税制と限外④微音への反映が.跳W
m.10回 1997.8.30 心のケアとストレスマネ ①pTSDとは
-ジメント (診ストレス催淑払⑧ マネジメント教育の紹介
抑11回 1998.3.7 予どもの]-tから学ぶ ①生死に対する文化の)捕
～不丑校.そして今～ ②加の自立の必野性③自分らしくいられることの大切さ⑳学ぶ楽 さへの工夫
刷口文化 1998.6.20 子どもを支える棚淡シス ①キーパーソンの必聴性
J!7生耶紫紺立郎 テム ②限界をおLr.いに知り.火イーする③公私の協肋型ネットワ-クは可能か
校内での発見機能の強化､校内システム､校外とのつな
ぎ､相談機関との連携などの必要性に対する認識が 『共
有』されることになった｡理念の共有化は可能になって
も､一機関での抱え込み､あるいは反対に一機関への過
度な依存など､実践の共有化はなかなか困難なものであ
る｡したがって､すべてを課題とするのではなく､当面
は､発見機能を強化し､そのための校内システムの確立
に重点的に取り組むことにした｡このような繰り返しの
中で､学校内にキーパーソンが徐々に形成されることと
A:Ol157妓'&状況
資料2 0-157への取り組み
7月12日夜間発症
7月13日町立S柄院よりS市四境保他局輪生部に皿報
7月 14日まで2千枚百名が受診.0-157凶を綾山.
7F116日S71J-対範木鉢を批正
T3:0-157火事の特殊性
人災 .天災 学校給血システムの叫で発生.机例がなく.一再報が伝わらない
二次雌娘へのin迎な対At>'が飼剛節
突発性 短州問に急過に広がった
地域倣 S市内という特心地城に限定して先生
撫産別性 小学校で発生.子どものいる全tlHtー (二次城典).
榊朴的外傷 pTSD反応
改列の凶雑性 学校.保雑著､地域.行政とのは傾叫係の捗牧.
C:0-157緊急介入プログラム ･ケアワークショップの開催
<枚且 ･関係横間向け>
日時 内容 I
1 1996.8.12 0-157がもたらすストレスとス トレス軽減熊を考える
2 1996.8.21 0-157ストレス軽減プログラムの学習と習得1
3 1996.8.28 0-157ストレス軽減プログラムの学習と習得2
456 1996.9.ll 2学JV)Pir洞とその後一子とも.宗応 .学校こころのケア
1996.12.3 給食内剛女を考える一枚椛Aの支扱 .子どものケア
<統虫網理見向け>
ストレス軽減比 QilicaJ lncidcllSIrcss DcblicrHlgの突抜を大y-'抱負の仏力を得て､5回行い.調理
且向け的班会を ●相故システムを考える会●に枚育委月会より依頼をうける.
なった｡
3)プログラムの修正 :フィードバック
このような地道な活動を継続している中で､学校現場
で社会的な関心を巻き起こした大きな事件が2つ立て続
けに起こった｡学校給食に起因する集団食中毒と､マス
コミによる ｢学級崩壊｣の報道である｡
構築されたシステムは､常に現実に対して柔軟でなけ
ればならない｡形成途上のシステムではあったが､｢考
える会｣にもこの課題は突きつけられることになった｡
そこで､これに対応するプログラムを急きょ準備し､ま
た､これに合わせて､先に掲げた目標に加え､第4の目
標として､次の項目を追加することとなった｡
目標4:プログラムレベルでニードの変化や新たなニ
ードを迅速にキャッチし､システムの修正を図る
以下､これによって追加したプログラムの内容を簡単
に紹介する｡
(9集団食中毒発生に伴う混乱に対する対応
1996年7月､S市の学校現場は集団食中毒発生に伴い
大混乱をきたした｡教員や調理員など学校現場の職員は､
自分たちも症状に苦しみながら､被害者である子どもや
親のケアにあたらなければならない状況にあった｡
(4)
山野･山麟 :子どもの相談援助システム構築の必要性と課題
未経験の緊急事態の中で､学校現場は､いろいろ生じ
てくるストレス反応に戸惑っている現状だった｡｢考え
る会｣は､インフォーマルであるからこそ､いち早くこ
のことに取り組むことができた｡大学関係者と連携して､
問題の整理と心のケアワークショップを行った (資料2)0
とりわけ､精神的外傷としてあらわれるPTSD反応につ
いて情報提供し､お互いに考え合う場の提供を行った｡
ここでも､キーパーソンが生まれ､校内でピアカウンセ
リングを行う職員間の関係が生じた｡これは､その後の
校内システム作りの一助となった｡
(卦学級崩壊に関する取り組み
1998年6月､S市内のある小学校が ｢学級崩壊｣ と題
して､マスコミに報道された｡学校現場は､このような
事実に薄々気づいていたが､残念ながらそれに組織的に
取り組むことはなかった｡
マスコミ報道をきっかけに､学校現場はより混乱した｡
｢考える会｣として､この混乱に対して取り組みを行うこ
ととした｡このような問題に造詣の深い精神科医の協力
を得てセミナーを開催し､それぞれ現場で起きているこ
と､自分たちの思い､対応等出し合い､話 し合う機会の
提供を行った (資料3)｡これは､学校での問題に対す
る対応について､校内システム作 り､キーパーソンの形
資料3 学級崩壊を考えるセミナー
日 時 内 容
1 1998.lO.3 ①現状の共有の必型性
(診恩春期の低年齢化
③クラス診断の必野性
④社会的兄付の食味
2 1998.1113 ①子どもの沌適的側面から現状に不一致な小学校のシステム鰻労の仰Xn
@クラスをオープンにする滋味
(診支え合う校内システムの必要性
3 1999.3.20 (9育児窮境の変化
②脳のメカニズム
③校内のキーパーソンの必野性
成と役割について考えるきっかけとなり､現在も継続中
である｡この取り組みもインフォーマルな会だから取り
組めたことと思われる｡
以上のように､インフォーマルな組織という特性を生
かし､その時々のニードに合わせて､柔軟かつ迅速な対
応をしている｡このように､現実の変化に合わせたプロ
グラムの修正という柔軟性がシステムには求められる｡
｢考える会｣の動きは､情報提供と校内システム作りを
中JLりこして､校外とのつなぎ､連携を含めた総合的なシ
ステム作りという目標を根底に据えたものであった｡
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4)システムの評価 :エヴァリュエーション
システムの効果測定をどのように行うかについては､
定式化した方法があるわけではない｡質的な評価あるい
は利用者評価が少なくとも必要であることは理解してい
るが､その方法については具体化していない｡ここでは､
必ずしも最適な方法と考えているわけではないが､第 1
表2 S市における公的機関の相談率の比較(就学前･就学後)
就学前 就学後
児童総数 相故件 相談率 児童総数 相談件数 相鉄率
1991年 50077 852 1.78% 86089 833 0.97%
は､開始当初との量的変化､第2には､業務レベル･行
政レベルでの新しく起きた動きをピックアップすること
で､現時点までの評価を行ってみたい｡
就学前､就学後ともに相談率は上昇している (表2)0
相談率としては依然として就学前が多いが､伸び率では
就学後の方が大きく､一定の成果がみられる｡
学齢別の相談率も､いずれも上昇している (表 3)0
とりわけ､1991年時点ではつなかりの非常に弱かった高
校の相談率が3倍近く上昇している｡これは､高校教員
と相談機関との定例相談会の開催や高校の校内研修に相
談機関が呼ばれることが増えたことなどが関連している
と思われる｡
不登校児の出現率は減少 しているが､相談件数は増加
しており､その結果対応率は2.5倍以上に上昇 している
(表4)0
次に､家庭児童相談室を取り上げ､連携状況の整理を
表4 S市で不登校に関する相談への公的機関の対応率
(小中学校の合計)
生徒総数 不登校数r出現率 T不登校相放d 対応率 t
1991年 86089 708I o.82%( 162J 22.88%T
行った｡S市の場合､家庭児童相談室は6室あり､件数
はその合計である｡連携総数は､全相談件数の中で連携
を行った件数で､その連携先を1992年度と1996年度につ
いて整理した(表 5)｡連携総数は､倍近く増加している｡
効果は､連携の伸び率によって評価するものとし､連携
総数の伸び率である1.78を基準にし､それを0.5ポイン
ト以上の差があるものを抽出した｡その結果､伸び率が
表3 S市での公的機関での相談率(市内の公的機関3カ所で受けた数)
小学校 中学校 高校
生徒総数 相鉄件数 相統率 生徒総数 相鉄件数 相談率 生徒総数 相鉄件数 相鉄率
1991年 54589 498 0.91% 31500 685 2.17% 32964 62 0.19%
1996年 48094 852 1.78% 25740 653 2.54,` 24404 128 0.52%
(5)
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表 5 家庭児童相談室での相談機関との連携状況の推移
遵挑稔敦 手とも震度C病院 教育センタ 最雷委員会 保健所 森 閑 雷霊異tンS小学 中 学 校 鋒 入所施 高校 応穐導数PSW 保健婦 保育所
1992年 275 56 23 5 3 14 60 24 27 12 44 7
1996年 489 loo 42 21 4 27 52 8 2 67 66 15 60 8 12 5
高いのは､小学校､中学校､高校および教育センターで
あり､いずれも ｢考える会｣のメンバーであった学校関
係ばかりである｡
小学校と中学校について､これをさらに詳細に取り上
げると､小学校では半数近く､中学校では7割ほどの連
携関係がみられる (表6)0 5年間の上昇率に大きな遵
く小学校>
表6 小中学校との連携率の推移
く中学校〉
1992年 1996年
迎携件数 24 67
迎U,なし件 49 71
全相統件 73 138
連挽件数 27 66
迎桝なし件 23 25
全相鉄件 51 91
いはないが､絶対値において中学校の連携率がかなり高
くなっている｡この原因には､中学校には生活指導担当
専任教員がいること､問題がより複雑 ･多様化している
ことなどが考えられる｡
以上のように､量的にみた場合､学校関係を中心に､
明らかに連携が広がっていることがうかがえる｡つまり､
学校関係者にキーパーソンが機能し始め､相談機関の認
知が広がり､学校が発見の役割を少しずつ認識し始めた
と考えられる｡これは､目標1と目標2の成果と考えら
れる｡また､家庭児童相談室以外の相談機関で連携数の
増加が起きているのかデーターがないため､不十分であ
るが､連携数の増加は他機関のサービスを視野に入れた
援助の展開を試みていることがうかがえる｡
第2に､業務レベル･行政レベルでの新しい動きにつ
いて､箇条的に紹介する｡
①縦割の壁が取れ､必要な時に必要なメンバーでチー
ムカンファレンスを行うのがスムーズになった(クライ
エントレベル)
表7 ネットワーク会議の就学前と就学後の比較
叫学Aft BC学徒
会織名 メンバー 会仏名 メンバー
①在宅の仰串 .膚柑 保他所.児相.東児 ①非行ケースを中心 中学校.故育委員
噂のケ-ス迎絡 .也 相 ことも蛾育細れ とした迎格.換肘金 金,棚耕センター.
村会 那 (1996坤より) 讐蕪,脇机且､児相､架児棚 (1996年より)⑳保育所入所ケース 保育所.保他所,児
を中心にしたケース 細.東児判､児允架
迎格 .倹肘会③抑脊珊係の全巾に 塵取,枚育センタ-(1998年より)各皿閲施設.児相､
注.･こども増育4tJ膿所については 1996年より.･朋呼されたた吟 1996年からの参加である
Bt学的(さの救7fセンター.就学掛かの敢児柵は ( )内の咋戊より参加である
(6)
②小学校 ･中学校とのネットワーク会議の開催(プロ
グラムレベル)(表7)
③高校との保健所､家庭児童相談室の定期的な相談会
の開催(プロ
④就学後の警察関係のネットワーク会議に家庭児童相
談室も参加し､関係機関すべての参加となる (1996年)
⑤就学前のネットワーク会議に教育センターが参加し
関係機関すべての参加となる (1998年)
⑥教育委員会作成の教員向けマニュアルに市教育セン
ター､市保健所､市家庭児童相談室､府子ども家庭セン
ターの機能が掲載される (1998年)
(訂教育委員会主催､0-157災害の調理員向け心のケア
研修にあたって､｢考える会｣に協力依頼があった(1998
⑧S市の地方版エンゼルプランの答申に ｢考える会｣
の取り組みが取り上げられ､システム化の必要性がうた
われている(1998年)
⑨市として､児童虐待に関するネットワーク会議を立
ち上げる予定が確定する (1999年)
これらは､すべて1993年に ｢考える会｣の準備会を立
ち上げて以降の取り組みである｡連携やネットワーク重
視の傾向は､近年の福祉の基本的な動きであり､すべて
が ｢考える会｣だけの効果とは言い難いが､間接的に､
何らかの影響を与えてきたことも否定はできない｡以上
のように､公的制度へのフィードバックが行われ､協働
のスタイルが徐々に芽生えつつある｡
3.考察と課題
本稿では､S市における相談システム作りの実践例を
取り上げ､システム構築の方法と効果の検討を行った｡
この取り組み方法が､システム作りの1つのスタイルと
して一般化できるものなのかは､この1事例の検討だけ
では明らかでないが､現状での評価と今後の課題を最後
に整理しておく｡
S市は人口80万人の中核市で､小学校91校､中学校41
校が存在する｡6支所に分かれ福祉事務所 ･家庭児童相
談室および保健所が各6か所､市教育センターが1か所､
府子ども家庭センターが1か所､市内に設置されている｡
システムづくりは､それぞれの機関から､システム作
りに関心がある､あるいはすでにシステマティックに動
山野･山願 :子どもの相談援助システム構築の必要性と課題
いていると思われる人たちに､任意に声を掛け､集まっ
た人を中心に実状の検討を始めたところからスタートし
た｡その中で､ある程度のシステムに対する共通認識を
作り､シンポジウム､事例検討､シュミレーション､ワ
ークショップ､セミナーなどを企画し､情報提供(各機
関の役割と限界)と協議の場の提供を行い､キーパーソ
ンを形成 していった｡
日常的には､このキーパーソンが､全市を視野にした
システムの構築にフィードバックできるよう､各所属機
関の中で機能 しながら､意図的に地域に働きかけ､発見
とつなぎの機能を担っている｡キーパーソンを中心とし
た各機関､地域でのネットワーク実践の積み重ねが､今
度は行政システムそのものを動かすことになる｡このよ
うな関係が形成される中で､逆に､行政からインフォー
マルな会として協働への依頼を受けることも生じている｡
すなわち､行政外部のインフォーマルなシステムが､行
政内部で認知され､両者の間に協働関係が生 じている｡
このように､｢考える会｣は､初期の完全なインフォ
ーマルシステムから､フォーマルシステムの認知を得る
ことによって､インフォーマルとしての柔軟性を残 しつ
つ､活動することになる｡相談システムとしては､行政
主導型(援助者ネットワーク等)､全くの民間型 (当事者
ネットワークや地域 ･近隣ネットワーク等)などが試行
されているが､S市のような中間的な形態も､一つの手
法であると考えられる｡
｢考える会｣の今後の課題としては､①あまりにも広
域な現システムを､6支所に機能分化 し､地域性をより
高めていくこと (その際には､市内に1機関 しかない組
織のあり方と､地域ごとのキーパーソンの確保が大きな
課題となる)､②当事者ネットワーク等との協働や行政
とのつなぎ機能の強化､が考えられる｡
システムの完成をどのレベルでとらえるかは慎重に検
討しなければならない ｡従来は､フォーマルレベルで形
成されることを目標にすることも多かったが､これは多
くの場合､時間とともに形骸化し､屋上屋を重ねる組織
となり､結果的に柔軟性どころか､組織自体の援助能力
が低下する傾向がみられた｡｢考える会｣の場合､その
ような呼びかけもあったが､結果として､インフォーマ
ル性を残すこととなり､そのことが､メンバーの活動意
欲を低下させず､不安定ながらも､柔軟な活動を継続さ
せるもととなっている｡フォーマルなメンバーが､イン
フォーマルに動くことでシステマティックに動けるキー
パーソンをみつけやすく､そのキーパーソンがネットワ
ーク形成に重要な役割を担う｡ ミクロレベルでもプログ
ラムレベルでも機能 していきシステム構築と継続の鍵を
(7)
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握ることになる｡システムの完成つまりマクロレベルへ
の発展は今後の課題である｡
システム構築への取り組みにおいてソーシャルワーカ
ーは､コミュニティワーカーとして､コンサルテーショ
ン､インターグループワークなどの機能を果たしてきた｡
地域にある機関あるいは機能を集積 し､マネジメントす
ることで､ネットワークを構築 し､｢集団の問題解決能
力｣を高めることを支援 した｡換言すれば､社会資源開
発機能であり､これからますます求められる役割である｡
今回の取り組みは､すでに存在する ｢環境｣(社会資源)
をより有効に機能 し合うように強化するシステム化であ
る｡マグワァイアのいう専門家の･ネットワーク介入によ
る地域エンパワメントである｡
今後､児童分野で幅広 くセルフヘルプによるネットワ
ーク介入やボランティア結合､近隣援助によるネットワ
ーク介入と重層的にネットワークのシステム化を行って
行く必要がある｡このような視点に立って､ソーシャル
ワーカーの開発機能として今後も実践 し､報告 ･検討 し
たい｡
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ティ､『地域福祉の実践の視点と方法』東洋堂企画出社､
19960
2)Maguire,L&Maguire,D:｢TheUseofSocial
NetworksinSocialWelfareJSocialWelfareForum､
19810
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不登校になっている子どもたちに対し､話 し相手､文通
相手となり､子どもの心が開くよう学生ボランティアが
家庭訪問による支援を行っている｡
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Summary
● ● ●
Varioustroublesrelatingtochildren'slivesareincreaslnglnrecent.ItisbecomlngSurelydifficultforsin-
● ● ′ヽ ■
gュeagenttohandwiththeseproblems.Therefore,WehaveglVenanattentiontoformlngnetworkinthecom-
munity.Throughthispractice,Wehavetriedtoconstructaninformalnetworksystem.Inthisstudy,We
●
examinedthatthesocialworkerscouldfulfiltheirfunctiontoconstructthesystem.It･hasbeenbringlngup
keypersons,whoshouldplaytheimportantroleinfuture.
Wefoundthequiteseriousissuesthatweshouldmakethissystem flourishtowardmacrolevel.
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